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［減量化率及び資源化率］ 
ア 対象品目（１１品目）  

新聞、雑誌、段ボール、紙パック、ＯＡ用紙、その他紙類、びん類、缶類、生ごみ、木くず、その他 
イ 設定の考え方  
・ 減量化しやすい品目（段ボール、ＯＡ用紙）、特に減量を促進したい品目（その他紙類、生ごみ、木
くず、その他ごみ）に対して、減量化率を設定 

・上記減量化率は全業種に設定せず、品目ごとに発生量を勘案し、対象業種を限定 
（○段ボール、ＯＡ用紙、その他紙類：事務所、店舗、金融・保険業、劇場・娯楽施設、工場、倉庫、

その他 
 ○生ごみ：店舗、飲食店、旅館その他宿泊施設、学校、劇場・娯楽施設、保健・福祉施設、病院  

○木くず：事務所、工場、倉庫 
○その他ごみ：店舗、学校、工場、保健・福祉施設、病院） 

・資源化率については、品目ごとにすべての業種に設定 
ウ 設定率 

減量化率 その他ごみ 0％、その他紙類・木くず 10％、その他の品目 20％ 
第１段階 

資源化率 
その他紙類・その他ごみ 0％、木くず 10％、生ごみ 20％、ＯＡ用紙 30％、段
ボール 70％、その他の全品目 80％ 

減量化率 その他紙類・木くず 20％、その他の品目 30％ 

第２段階 
資源化率 

その他ごみ 0％、その他紙類 10％、木くず 20％、生ごみ 30％、ＯＡ用紙
80％、その他の全品目 90％ 

減量化率 木くず 30％、その他紙類 50％、その他の品目 40％、 

第３段階 
資源化率 

その他ごみ 0％、その他紙類・木くず 30％、生ごみ 40％、その他の全品目
100％ 

出典：相模原市ホームページ 
 

 
（２）事業系ごみの再資源化推進 

① 飲食店、スーパー、旅館等から発生する生ごみは、均質で一定量がまとまっ

て排出されるため効率的、効果的な再資源化が期待できます。このことから、

事業系生ごみの堆肥化・肥料化等を進めるため生ごみ堆肥化等に関する県内各

地の市町、住民、ＮＰＯ、事業者等におけるさまざまな取組の実績を生かしな

がら、堆肥から生産する農産物の地産地消など地域と一体となった取組を推進します。  
《取組事例》 
◆食品残渣の循環型利用 

 【取組主体】有限会社三功 

【概要】有限会社三功（津市）は、廃棄物処理業者から出発し、平成７年からは食

品循環資源の堆肥化（「有機みえ」）に取り組むとともに、農家とともに生ごみを

堆肥利用するグループ「酵素の里」を立ち上げ、生産された農産物を食品廃棄物

を排出する地元スーパー等で販売するリサイクル・ループを構築しています。 
                    出典：環境新聞（平成２２年３月３１日） 

 

【取組主体】みえエコくるセンター 

【概要】㈱みえエコくるセンター（津市）は、スーパーマーケットから出る食品残

さを回収・堆肥化し、その堆肥を地元農家「鈴鹿大地の耕作人」へ還元し、こう

して「地産地消」でできた生産物を消費者に提供するシステムを構築しています。 

主体 役    割 
住民  － 

事業者 ガイドライン策定に対する協力 
ガイドラインに基づいたごみ減量の取組 

市町 ガイドラインに基づく事業者の指導 
県 業種別のガイドラインの策定 

自治会、NPO等民間団体  － 

出典：みえエコくるセンター資料 

 

 

   

 

 
 

  

  

 

 

 

 

 

 
 

 

  

  
  
  
  

  
  

  

 

 
 

 
   

  
 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 






